
 

平成１６年３月２９日改正 

平成１８年３月３０日改正 

 

 

 

独立行政法人科学技術振興機構が 

達成すべき業務運営に関する目標 

（中期目標） 

 

 

 

 

 

 

 

平成１５年１０月１日 

 

文 部 科 学 省 

 



 

目次 
 

 序文・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

 前文・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

Ⅰ中期目標の期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

Ⅱ国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項・・１ 

 

【全体的事項】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 

【個別事項】 

1．新技術の創出に資する研究・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

（１）戦略的な基礎研究の推進 

（２）社会技術研究の推進 

（３）対人地雷探知・除去技術の研究開発の推進 

（４）革新技術開発研究の推進 

（５）先端計測分析技術・機器の研究開発の推進 

（６）研究開発戦略の立案 

 

２．新技術の企業化開発・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

（１）委託による企業化開発の推進 

（２）研究成果の移転に向けた効率的な技術開発等の推進 

（３）大学発ベンチャー創出の推進 

（４）技術移転の支援の推進 

（５）研究成果活用プラザを拠点とした事業の展開 

 

３．科学技術情報の流通促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

（１）科学技術の研究開発等に関する情報の流通促進 

（２）科学技術に関する文献情報の提供 

 

４．科学技術に関する研究開発に係る交流・支援・・・・・・・・・・・・６ 

（１）地域における産学官等が結集した共同研究事業等の推進 

（２）地域における研究開発促進のための拠点への支援の推進 

（３）戦略的な国際科学技術協力の推進  

（４）国際シンポジウムの開催、外国人研究者宿舎の運営等 



 

（５）異分野交流の推進 

（６）研究協力員の派遣を通じた研究支援 

 

５．科学技術に関する知識の普及、国民の関心・理解の増進・・・・・・・７ 

（１）科学技術に関する学習の支援 

（２）地域における科学技術理解増進活動の推進 

（３）全国各地への科学技術情報の発信 

（４）日本科学未来館の整備・運営 

 

６．その他行政等のために必要な業務・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

（１）関係行政機関の委託等による事業の推進 

 

Ⅲ業務運営の効率化に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

 １．組織の編成及び運営 

 ２．業務運営の効率化 

 

Ⅳ財務内容の改善に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

 １．欠損金の処理 

 ２．自己収入の増加 

 ３．固定的経費の節減 

 

Ⅴその他業務運営に関する重要事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

 １．人事に関する事項 

 ２．その他機構の業務の運営に関する事項 



 1 

（序文） 

  独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二十九条の規定により、

独立行政法人科学技術振興機構が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中

期目標」という。）を定める。 

 

（前文） 

  独立行政法人科学技術振興機構（以下「機構」という。）は、新技術の創出に

資することとなる科学技術に関する基礎研究、基盤的研究開発、新技術の企業

化開発等の業務及び科学技術情報の流通に関する業務その他の科学技術の振興

のための基盤の整備に関する業務を総合的に行うことにより、科学技術の振興

を図ることを基本的な目標とする。 

 この基本目標を達成するため、機構は、科学技術基本計画（平成１３年３月

３０日閣議決定）等の国の科学技術政策に則り、重点的・効率的に以下の施策

を推進するものとする。 

 

Ⅰ中期目標の期間 

  機構の行う科学技術振興業務は、科学技術基本計画等の国の科学技術政策に

即応して実施すべきものであり、機動的に見直していくことが適切であること

から、中期目標の期間は、平成１５年１０月１日から平成１９年３月３１日ま

での３年６ヶ月間とする。 

 

Ⅱ国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

【全体的事項】 

（１）科学技術創造立国の実現を目指し、社会経済発展の原動力となる知   

の創造とその活用を目的として、科学技術基本計画等の国の政策に沿って、機

構における科学技術振興戦略の企画立案を行う。 

 

 

（２）研究者、企業等のユーザーをはじめとする国民の立場に立った効果   

的･効率的な業務を行うため、事業の評価活動を充実するとともに外部ニーズを

的確に把握し、事業の改善を適宜行う。 

  

（３）事業の成果の社会への波及を目的として、分かりやすい形で公表す   

る。 

 

（４）業務運営の効率化、成果の有効活用及び積極的な外部機関実施業務   
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への貢献のために、文部科学省その他関係行政機関、大学、公的研究機関等と

の有機的連携を行う。 

 

（５）機構の自主・自律性を確保する観点から、中期目標には機構が達成   

すべき基本的な目標を定め、中期目標を達成するために必要なより詳細かつ定

量的な事項は、中期目標を達成するために機構が作成する中期計画において定

めることとする。 

  

【個別事項】 

１．新技術の創出に資する研究 

 社会経済や科学技術の発展、国民生活の向上に資するため、新技術の創出に

資する基礎研究及び基盤的研究開発に係る業務を行う。 

 

（１）戦略的な基礎研究の推進 

 競争的環境下で基礎研究を推進し、文部科学省が社会的・経済的ニーズに基

づき設定する戦略目標の達成に資する研究成果を得る。 

 研究の推進に当たっては、戦略目標の達成に向けた最適な研究領域を設定し、

それぞれの研究領域毎に研究総括を置いて、国内外の産学官の研究者により適

切な研究体制を構築する。 

 また、卓越した人物を総括責任者とする独創性に富んだ基礎研究、基礎的分

野における世界の英知を集めた国際共同研究、特定分野におけるシミュレーシ

ョン等計算科学技術を活用した研究開発などについては新たな課題の採択は行

わないものの、既に研究を開始している課題についてはそれぞれの研究目的を

達成する。 

 これらの研究成果については公表、普及するとともに、研究の推進に当たり、

公正で透明性の高い評価を実施し、研究計画の見直し及び資源配分への適切な

反映による効果的・効率的な研究管理を行う。 

 

（２）社会技術研究の推進 

我が国社会が抱える様々な問題を解決し、社会における新たなシステムの構

築に寄与する技術(技術的根拠／知識体系)を確立することを目的として、自然

科学と人文・社会科学の複数領域の知識を統合し、個別分野を越えた幅広い視

点から研究開発を行い、現実の社会問題の解決に資する研究成果を得る。 

  

（３）対人地雷探知・除去技術の研究開発の推進 

 先端的な科学技術を駆使して人道的観点からの対人地雷探知・除去活動を支

援するための技術の研究開発を進め、平成１７年度及び平成１９年度を目途と



 3 

した地雷被埋設国等における実証試験に、開発した技術を供する。 

 

（４）革新技術開発研究の推進 

民間等の有する革新性の高い独創的な技術を、実用的な技術へ育成すること

を目的として、安全・安心で心豊かな社会の実現等に関連する技術開発を実施

する。 

 

（５）先端計測分析技術・機器の研究開発の推進 

将来の創造的・独創的な研究開発に資する先端計測分析技術・機器及びその

周辺システムの開発を推進する。研究開発動向を踏まえて重点的な推進が必要

なものとして文部科学省が特定する各開発領域において先端計測分析機器及び

周辺システムを開発する。また、研究者の幅広い独創的なアイデアが活かされ

る先端計測分析機器及び周辺システム、並びに新しい独創的な発想に基づくこ

れまでに開発されていない計測分析技術・手法の実現を目指した研究開発を推

進する。なお、その推進にあたっては、研究のニーズが適切に反映される計画

とする。また、機構における関連する研究開発と連携して総合的な運用を図る

ことにより効率的な研究開発を進める。 

 

（６）研究開発戦略の立案 

 研究開発戦略の立案、同戦略に基づく事業の推進を的確に行うため、国内外

の研究開発動向等を調査・分析する機能を強化し、これらの情報の提供、社会

的･経済的ニーズの分析による今後必要となる研究開発課題の体系的抽出等を

行う。 

 得られた成果については、機構の事業全般において活用する。 

 

２．新技術の企業化開発 

 社会経済や科学技術の発展、国民生活の向上に資するため、大学、公的研究

機関等の優れた研究開発成果の企業等への技術移転に係る事業を行う。 

 

（１）委託による企業化開発の推進 

 大学、公的研究機関等の研究開発成果のうち、国民経済上重要な成果であっ

て特に開発リスクの大きなものについて、企業の持つポテンシャルを最大限に

活用して企業化開発を的確かつ効果的に実施することを目標とする。 

 平成５年度以降の開発終了課題に対する中期目標期間終了時の成果実施率が、

開始時より上回ることを目標とする。【開始時の成果実施率：２５％】 

 

（２）研究成果の移転に向けた効率的な技術開発等の推進 
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 新技術の実用化を目的として、大学、公的研究機関等の研究開発成果の移転

に向けた、効率的な技術開発の推進、あっせん・実施許諾等を行う。 

 

  ①大学、公的研究機関等の研究開発成果のうち、その実用化が望めるも     

のを選定し、効率的な技術開発を実施することにより、その後の企業化につな

がる開発成果を増加させる。 

 

  ②大学、公的研究機関等の研究開発成果及び機構における基礎研究事業     

等の成果について、大学、公的研究機関及び技術移転機関等と連携すること、

研究開発成果の情報提供機能の強化すること等により、企業等に対してあっせ

ん・実施許諾を行い、新技術を実用化する。 

  

（３）大学発ベンチャー創出の推進 

  大学、公的研究機関等の研究成果のうち、ベンチャー企業の創出が期待され

るものを選定し、新産業創出を目指した研究開発を推進することにより、ベン

チャー企業の創出及び事業展開に大きく貢献する。中期目標期間中に終了した

研究開発課題に関する起業率が中期目標開始前の起業率の実績を上回ることを

目標とする。【開始前の起業率：６０％】 

 

（４）技術移転の支援の推進 

  大学、公的研究機関及び技術移転機関等における研究開発成果の特許化をは

じめとした技術移転活動を積極的に支援するとともに、これらの活動の基盤と

なる人材を育成する。さらに他の技術移転支援制度との連携の下、我が国にお

ける産学官連携及び技術移転基盤を確立する。 

 

（５）研究成果活用プラザを拠点とした事業の展開 

  大学、公的研究機関等の研究開発成果の社会還元を目的として、研究開発ポ

テンシャルの高い地域における機構の地域活動拠点として研究成果活用プラザ

を活用し、地域の産学官の研究機関との連携を図ることを通じて、当該研究成

果の企業化に向けた育成を行う。 

 

３．科学技術情報の流通促進 

 科学技術の振興のための基盤の整備に資するため、国内外の科学技術に関す

る情報を収集し、整理し、保管し、提供し、閲覧させる事業を行う。 

 

（１）科学技術の研究開発等に関する情報の流通促進 

 我が国の科学技術の研究開発等に関する情報の流通を促進するため、大学、
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公的研究機関、研究者等に関する情報を収集し、インターネット等を活用する

ことにより、利用者が利用しやすい形での提供等を行うとともに、科学技術情

報に関する国際協力、標準化等を行う。 

 

 ①研究者等の研究開発活動の支援、多様なキャリアパスの開拓、研究開発成

果の迅速な展開等に資する情報の流通を促進するため、国内の大学、公的研究

機関について、研究機関、研究者、研究課題、研究成果、人材需給等に関する

情報を収集、データベース化し、提供等を行う。 

 データベースの年間アクセス数について、中期目標期間中において、着実に

増加させることを目標とする。 

 

  ②公的研究機関の所有する貴重な研究開発に関する情報を有効に活用す     

るため、特に有用と認められるものについては、当該情報のデータベース化、

その支援等を行い、当該データベースを公開する。 

 

  ③技術者等に要求される技術革新能力や技術管理能力等を含めた技術力     

の向上のため、技術者等が継続的能力開発を行うためのインターネット自習教

材の開発・提供を行うとともに、科学技術分野の事故や失敗の未然防止等に資

する知識等を整理し、公開する。 

 

  ④ゲノム情報等の膨大な生物情報を整理統合し、有用な知識を見出すこ     

とによる新産業の創出等を図るため、新しい生物情報の研究開発によるデータ

ベースの整備等を推進するとともに、当該データベースの普及を促進する。 

  

  ⑤国内外の研究開発動向の調査、研究者等の行う研究開発の推進等に資     

するため、科学技術に関する資料を網羅的に収集等するとともに、科学技術に

関する文献情報の発信、流通等について電子化や国際化に対応するためのシス

テムの整備、運用等を行い、これらの科学技術に関する文献情報と特許情報等

の知的財産に関連する情報をリンクし、研究成果の産業化に資するシステムの

整備、運用等を行う。 

 特に、科学技術に関する文献情報の電子化については、我が国の研究成果を

より多く国際社会に発信する観点から、支援する学協会数を毎年度増加させる

ことを目標とする。 

  

（２）科学技術に関する文献情報の提供 

  研究者等が必要とする科学技術に関する文献を容易に利用できるよ       

うにするため、収益性を確保しつつ実施する文献情報提供業務として、収集し
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た科学技術に関する文献に抄録等を付与した文献情報に関するデータベースを

整備し、インターネット等を活用することにより、利用者が利用しやすい形で

の提供等を行う。 

  当該データベースの利用者の需要動向等を定期的に調査し、利用者の利便性

向上等の取組みを進め、当該データベースの利用数の向上を図る。 

 

４．科学技術に関する研究開発に係る交流・支援 

  科学技術振興のための基盤の整備に資するため、科学技術に関する研究開発

に関する交流・支援に係る事業を行う。 

 

（１）地域における産学官等が結集した共同研究事業等の推進 

 都道府県や政令指定都市(地域)において、地域が目指す研究開発目標に向け

て、研究能力を有する地域の大学、公的研究機関、研究開発型企業等を結集し

て共同研究等を行うことにより、新技術・新産業の創出に資する研究成果を生

み出すとともに、その地域において研究に参加した研究機関と研究者がその分

野の研究を継続・発展させ、さらにその成果を利活用させるような体制の整備

を目指す。 

 

（２）地域における研究開発促進のための拠点への支援の推進 

  地域における科学技術基盤形成に資するコーディネート活動の拠点の整備に

あたり、この拠点の活動である、優れた研究開発人材の発掘、研究資源情報の

蓄積、研究情報ネットワークの構築、人的交流ネットワークの構築及び、研究

成果の育成を支援する。 

 

（３）戦略的な国際科学技術協力の推進 

  政府間合意等に基づく科学技術分野における重要課題のうち、文部科学省が

設定した課題に関する研究集会、共同研究等を行うことにより、国際研究交流

を促進するとともに、当該課題に係る具体的な成果を得る。 

 

（４）国際シンポジウムの開催、外国人研究者宿舎の運営等 

 科学技術分野における国際交流を促進するために、国際シンポジウムの開催

等を通じた内外への情報発信、高い入居率の維持等による外国人研究者宿舎の

効率的な運営、海外の関係機関との連絡・情報収集体制を充実させる。 

 

（５）異分野交流の推進 

 異なる研究分野、組織の研究者が連携・融合する契機となる場を提供し、研

究者による自由な意見交換を通じて研究者間の交流を促進することを通し、研
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究者の新たな研究領域創出を支援する。 

 

（６）研究協力員の派遣を通じた研究支援 

  国立試験研究機関及び試験研究を行う独立行政法人が重点を置く創造的・基

礎的研究の高度化・効率化に資するため、研究協力員を派遣することにより、

当該機関の研究体制を支援する。 

  

５．科学技術に関する知識の普及、国民の関心・理解の増進 

  科学技術の一層の振興及び科学技術活動を支える質の高い人材の養成に   

資するため、国民に対する科学技術の知識の普及、関心・理解の増進に係る事

業を行う。 

 

（１）科学技術に関する学習の支援 

  学校における科学技術に関する学習の支援を行うことにより、児童生徒に対

して科学技術の理解増進を図る。 

 

  ①文部科学省の指定等に基づき科学技術、理科・数学に関する学習を重点     

的に実施する高等学校等について支援を行うことにより、理科・数学の学習の

充実及び児童生徒が科学技術の研究者、研究現場及び研究成果に実際に触れる

機会を拡充する。 

  

  ②研究機関等における最先端の研究開発成果を学習素材として活用し、     

ＩＴ（情報技術）により児童生徒が科学技術、理科を分かりやすく理解できる

デジタル教材を開発し、開発手法について公開するとともに、開発したデジタ

ル教材を用いた学習活動について評価を実施する。平成１７年度までに順次希

望する教員、学校、教育委員会等に提供し、成果の活用を推進する。 

 

  ③科学技術理解増進事業において蓄積してきた事例・成果等を紹介する     

こと等により、科学技術に関する知識の普及について各教育委員会等との連携

を強化する。 

 

（２）地域における科学技術理解増進活動の推進 

 地域における科学技術理解増進活動を担う科学館やボランティア等の人材が

より効果的に活動を行うことができるようネットワークの形成支援等の活動の

ための環境を整備する。 

 

（３）全国各地への科学技術情報の発信 
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  効果的に情報発信を行うことができるＴＶメディアを活用する科学技術番組

を開発し、その普及を推進する等、波及効果の高いメディアの活用やイベント

を通じ科学技術情報の発信を行う。また、先駆的な手法を用いて科学技術に関

する展示手法・物の開発を行うとともに、その活用を推進することにより、国

民に科学技術について分かりやすく伝え、科学技術に関する理解を増進し、関

心を喚起する。 

 

（４）日本科学未来館の整備・運営 

  最先端の科学技術及び科学技術の理解増進に関する内外への情報発信及び交

流のための拠点として、日本科学未来館の整備・運営を行う。運営に当たって

は、展示手法の開発やイベント等の充実等を通じ、各年度当たり５０万人以上

【平成１４年度は５８万人】の来館者数を確保する。 

 

６．その他行政等のために必要な業務 

（１）関係行政機関の委託等による事業の推進 

   関係行政機関等の委託等により、専門的能力を必要とする各種業務を実施す

る。 

 

Ⅲ業務運営の効率化に関する事項 

１．組織の編成及び運営 

（１）理事長が指導力を発揮して、組織全体として明確な方針の下に運営   

する。 

 

（２）機構の目標を最も効率的、効果的に実現可能な体制を整備する。こ   

の際、組織の肥大化を抑制するとともに、機動性、効率性が確保できるよう柔

軟な組織を整備し、存在意義の薄れた部署、非効率な部署は、スクラップする。 

 

（３）職員の業務に関する評価を適正に行い、職務、職責及び業績に応じ   

た適切な職員の処遇を行う。 

 

２．業務運営の効率化 

（１）各種事務処理を簡素化・迅速化し、施設・スペース管理を徹底すること

等により、経費を節減し、事務を効率化、合理化する。国において実施されて

いる行政コストの効率化を踏まえて、既存経費の徹底的な見直しを行い、一般

管理費（人件費を含む。なお、公租公課を除く）について、中期目標期間中に

その１２％以上を削減するほか、文献情報提供業務以外の業務に係る事業費（競

争的資金を除く）について、中期目標期間中、毎事業年度につき１％以上の業
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務の効率化を行う。競争的資金についても、研究課題の適切な評価、制度の不

断の見直しを行い、業務の効率化に努める。 

 文献情報提供業務については、サービス毎の利用者の需要分析、収支バラン

ス等を考慮し、不断に事業の見直しを行うとともに、中期目標期間中に事業費

について、１１％以上の業務の効率化等を実施し、収益性を確保する。 

 また受託事業収入で実施される業務についても効率化に努める。 

 

（２）外部の専門的な能力を活用することにより高品質のサービスが低コ   

ストで入手できるものについてアウトソーシングを積極的に活用する。また外

部機関との連携による効率化についても推進する。 

 

（３）「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、

平成１８年度からの５年間で、国家公務員に準じた人件費削減の取組を行うと

ともに、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを行う。 

 

（４）主要な情報システムについて、コストの削減、調達における透明性の確

保及び業務運営の効率化・合理化を図る観点から、国の行政機関の取組に準じ

て、業務・システムに関する最適化を行うため、平成１８年度末までのできる

限り早期に最適化計画の方針を策定する。 

 

Ⅳ財務内容の改善に関する事項 

１．欠損金の処理 

 文献情報提供勘定の欠損金については、欠損金の計画的な処理を早急に進め

るため、収支を改善するための計画を策定し、これを着実に実行する。 

 

２．自己収入の増加 

 一般勘定について、日本科学未来館等に係る自己収入（知的財産権の譲渡又

は実施料収入に係るものを除く。）の増加を図ること。 

 

３．固定的経費の節減 

 管理業務に係る経費の節減等することにより、固定的経費の総事業費に占め

る割合を減少させる。 

 

Ⅴその他業務運営に関する重要事項 

１．人事に関する事項 

 研究評価の充実の観点から、研究経験を有する者を積極的に登用する。 
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２．その他機構の業務の運営に関する事項 

  ①産業活力再生特別措置法第３０条（バイドール条項）を適用し、委託研究

によって生じる知的財産権については委託先が希望した場合には譲渡する。 

 

  ②事業におけるサービス利用者への必要な経費の支出は、目的及び内   

容が適正なものを対象として、公正かつ効率的に使用されるよう行うが、サー

ビス利用者への経理処理面での過剰な負担を強いてサービス利用者へのインセ

ンティブを損なうなど事業本来の円滑な運営を妨げることのないように十分配

慮するものとする。 

 


